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【実施概要】 

調査対象：20 歳以上のわが国の企業・団体に雇用されている者（雇用者=就業者から自営業者、

家族従業者等を除いたもの）1,100 名。 

※株式会社クロス・マーケティングのモニターを利用。総務省「労働力調査」の最新の結果に基づ

いて、性・年代別にサンプルを割り当てて回収（端数はサンプル数最多のセルで調整）。 

調査期間：2021 年 10 月 11 日（月）～12 日（火） 

※本調査は 2020 年度からの継続調査であり、主要な設問は各回調査を踏襲する一方、一部の設問を新設・削除

している。 

 

資料１ 
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1. 調査の目的 

開催をめぐって賛否両論渦巻いた東京オリンピック・パラリンピックは、7 月から 9 月ま

で、ほぼ無観客という異例の形で実施された。この期間、新型コロナウイルス新規感染者数

は、前例のない規模で増加し、各地で医療機関の受入能力が逼迫、自宅療養中に病状急変に

より亡くなる患者が相次いだ。その後、9 月上旬以降、新規感染者数は急速な減少に転じ、9

月 30 日、国による全ての緊急事態宣言・まん延防止等重点措置は解除となった。また、9 月

29 日の与党・自由民主党の総裁選挙で岸田文雄氏が選出さ

れ、10 月 4 日、岸田新政権が発足、政局は 10 月 31 日の

衆議院議員選挙に向けて大きく動いているが、新型コロナ

ウイルス対策が最重点課題であることは変わりがない。 

当財団は、2020 年 5 月から、働く人の意識の現状と変化

を調べるため、定期的に調査を実施してきた。今回の調査

は、緊急事態宣言・まん延防止等重点措置解除後、約 10 日

を経過した 10 月 11～12 日に行った。働く人の意識の諸相

を知る情報としてご活用いただければ幸いである。なお、

第 7 回調査における回答者の性・年代分布は、前回同様、

図 1 の通りである。 

2. 2021 年 10 月現在の状況 

(1) わが国の景況感 

現在の日本の景気をどのように

感じているか、働く人の景況感を

2020 年 7 月の第 2 回調査から継続

して質問している。毎回、景気が「良

い」「やや良い」の割合はごく僅かで、

「やや悪い」「悪い」の合計が多数を

占めており、景況感は今回も良好と

は言えないが、2021 年 7 月調査で

「やや悪い」「悪い」の合計は初めて

70％1を下回り、今回の調査では更

に微減し 68.6％となっている（図 2）。 

また、今後の景気見通しについて

も「良くなる」「やや良くなる」とい

った楽観的な見通しの合計は

21.8％と過去最多となり、逆に「や

や悪くなる」「悪くなる」という悲観

的な見通しの合計は 37.0％と、過去

                                                  
1 四捨五入のため、各選択肢のパーセンテージの合計が 100 にならない場合がある。 
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最少となった（図 3）。いずれの見通しも前回調査と統計的に有意な差が確認されている2。 

 

(2) 社会経済システムの信頼性 

本調査では、様々な社

会的制度・システムに対

する信頼性を継続して

質問している。政府（国）

に対する信頼性は、初回

調査から高くはなく、

「全く信頼していない」

「あまり信頼していな

い」の合計は 73.6%と、

過去最多を記録した前

回調査から多少持ち直

したものの、信頼性が低

いことには変わりがな

い。都道府県と市区町村

についても、「全く信頼

していない」「あまり信

頼していない」の合計は

過去最多を更新した。行

政への信頼性の低下に

は歯止めがかかってい

ない。 

医療システムについ

ては、「大いに信頼して

いる」「まずまず信頼し

ている」の合計は 58.3％

であり、これは過去最少

の割合である。医療現場

での献身的な努力は伝

わっているものの、わが

国の医療システムが抱

える課題が次第に明らかになり、信頼性が揺らいでいる。物流・金融等の経済システムでは

「あまり信頼していない」「信頼していない」の合計は、前回初めて 5 割を上回ったが、今回

の調査では更に微増し 51.3％となった。地縁コミュニティ、交友コミュニティについては初

回から特段の傾向は見られない（図 4）。コロナ禍によって、図らずもわが国の ICT 対応の遅

れが露わになった。今後は、経済・行政とも DX（デジタルトランスフォーメーション）の実

装を含めた ICT の本格的な活用等により、信頼性を回復することが求められている。 

                                                  
2 「統計的有意差がある」とは、偶然ではない明瞭な差があることを示す。本調査は定点観測であることに鑑

み、有意水準は特記が無い限り 1％を採用し、厳しい基準としている。 
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(3) ワクチン接種状況と感染不安 

コロナ禍で傷ついた経済を回復させるには、ワク

チン接種の拡大、治療薬の開発が欠かせない。わが国

のワクチン接種は、G7 各国では最も遅く、2021 年

2 月 17 日から医療従事者を対象に始まった。その後、

高齢者を優先に、次第に年齢層を下げながら接種対

象を拡大してきた。接種をめぐっては、当初一部で混

乱が見られたが、次第に軌道に乗り、10 月 13 日現

在、全人口に占める 2 回接種完了者の率は 65.4％と

3、ワクチン接種で先行した米国を上回っている4。本

調査の対象である雇用者には、市

区町村からの案内による接種の

他、職域接種を利用した者も多い。

回答者におけるワクチン接種状

況を見ると「1 回目接種済み」

9.5％、「2 回目接種済み」72.4％、

「まだ 1 回目の接種を受けてい

ない」5.8％となっている。また

「接種を受ける気はない」7.6％、

「検討中」4.7％である（図 5）。 

図表は割愛するが、接種状況について性別による差はほとんどない。ただし「受ける気は

ない」について男性：5.1％、女性：10.7％で、統計的有意差がある。年代別に見ると、年代

が高まるほど「2 回目接種済み」の割合が多くなる。また、「受ける気はない」「検討中」の割

合は概ね若い年代ほど多く、20 代では「受ける気はない」が 18.1％となっている（図 6）。 

それでは、ワクチン接種によっ

て、新型コロナウイルスに感染す

る不安感は軽減されたのだろう

か。まず、自分自身が新型コロナ

ウイルスに感染する不安を前回

同様、4 段階で質問した。その結

果、「かなり不安を感じている」

「やや不安を感じている」の合計

は 67.4％と、前回の 7 月調査の

73.8％より統計的有意に減少し

ている。ただし、多くの人が感染

への不安を感じていることには

変わりがない（図 7）。しかし、接

種状況別に見ると、何らかの不安

を感じている割合は、「1 回目接種

                                                  
3 首相官邸ホームページ「新型コロナワクチンについて」による。 
4 NHK ホームページ「特設サイト・新型コロナウイルス」による。 

1回目接

種済み, 
9.5 

2回目接

種済み, 
72.4 

まだ1回

目受け

ていな

い, 5.8 

受ける

気はな

い, 7.6 

検討中, 
4.7 

図5 ワクチンの接種状況

（％）

10.4

15.4

10.9

7.7

3.4

0.0

52.2

61.1

72.4

82.1

90.3

92.9

11.0

10.1

5.1

1.7

2.8

1.8

18.1

7.7

7.6

4.3
1.4

3.6

8.2

5.8

4.0

4.3

2.1

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

図6 年代別・ワクチンの接種状況

1回目接種済み 2回目接種済み まだ1回目受けていない

受ける気はない 検討中

19.5 

23.5

25.5 

35.2 

47.9 

50.3

52.7 

48.2 

24.7 

20.5

17.4 

13.0 

7.8 

5.7

4.4 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年10月

7月

4月

1月

図7 自身がコロナに感染する不安

かなり不安を感じている やや不安を感じている

あまり不安は感じていない まったく不安は感じていない

22.1

20.1

20.3

15.5

11.5

50.0

50.8

53.1

22.6

34.6

21.2

23.4

21.9

42.9

26.9

6.7

5.8

4.7

19.0

26.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回目接種済み(n=104)

2回目接種済み(n=796)

まだ1回目受けていない(n=64)

受ける気はない(n=84)

検討中(n=52)

図8 ワクチンの接種状況別・感染する不安

かなり不安を感じている やや不安を感じている

あまり不安は感じていない まったく不安は感じていない



 

4 
 

済み」「2 回目接種済み」「まだ 1 回目の接種を受けていない」、いずれも 7 割を超えており、

2 回目の接種を受けても感染不安は軽減されていない。一方で、「接種を受ける気はない」「検

討中」の者は、「不安は感じていない」（「あまり不安は感じていない」と「まったく不安は感

じていない」の合計）の割合が 5 割を超えている（図 8）。図 7 で見たような、何らかの感染

不安を感じる者の減少は、必ずしもワクチン接種の普及がもたらしたものとは言い切れない。 

緊急事態宣言・まん延防止等重

点措置が発出されていた期間、政

府・自治体は、不要・不急の外出

を控えるよう、繰り返し訴えてき

た。国による宣言等が解除された

2021 年 10 月の状況を見ると、不

要・不急の外出を「できるだけ避

けるようにしている」は 38.3％と、

7 月調査の 42.7％より 5％水準で

有意に減少している（図 9）。 

ワクチン接種と外出自粛の関

係を見ると、「できるだけ避ける

ようにしている」の割合について、

まだ 1 回目の接種を受けていな

い者は、1・2 回目接種済みの者よ

り多いように見えるが、統計的有

意差は無い（図 10）。逆に言えば、2 回目の接種を受けても、一定程度の外出自粛は継続され

ている。2 回目接種完了者以外はサンプル数が少ないため有意差が出にくい面はあるが、こ

れらの結果から、ワクチン接種は、感染への不安にも外出自粛行動にも影響を与えていない

ようである。背景には、一部の国では 2 回のワクチン接種を受けても新型コロナウイルスに

感染する「ブレイクスルー感染」が目立ち始め、ワクチンは必ずしも安全を保証するもので

はないことが知られてきたこと等が考えられる。国も、12 月を目処に 3 回目の接種を開始す

る準備を進めているが、感染不安が沈静化するまでには、まだ長い時間がかかりそうである。 

 

(4) 労働時間等の変化 

3 か月前（7 月頃）と比べて、労

働時間、業務量、余暇時間、家事時

間の増減があったかどうかを質問

した。これまでの調査と同様、いず

れも 7 割前後が「特に増減は無い」

と回答している。各項目について

「増加した」（「どちらかと言えば増

加した」と「増加した」の合計）か

ら、「減少した」（「どちらかと言えば

減少した」と「減少した」の合計）を引いた割合（D.I.：Diffusion Index）をみると、労働時

間 DI は 2021 年 10 月調査では-2.3 と、7 月調査の-1.5 に続いてマイナスに、つまり労働時
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間が減少した者の方が多く、また、減少

した者が前回より増えたことが分かる。

一方で、業務量 DI は+4.2 で、増加した

者の方が多く、その割合は 2021 年 7 月

調査の+2.4 より増加し、4 月調査と同程

度の割合になっている。余暇時間 DI は

+0.8 で、7 月調査の+0.9 とほとんど変わ

っていない。やや変化が見られるのは家

事時間 DI で、2021 年 10 月調査では+7.7 で、増加した者が多いが、7 月調査の+10.9 より減

少している。なお、減少は 4 月調査以降 3 回連続となっている（図 11）。割合の減少に寄与

したのは、主として男性であり（+9.3 から+4.8 へ）、女性は 7 月調査と比べて僅かな減少

（+12.9 から+11.5 へ）にとどまっている（図 12）。 

3. 働く人の意識の変化 

(1) 勤め先への信頼感 

本調査では、初回の 2020 年 5 月調査から業績・雇用・収入への不安感、勤め先への信頼の

程度等を質問している。当財団が「生産性運動に関する三原則」（1955 年 5 月）で謳ってい

るように、労使の信頼関係こそが生産性向上、持続的な経済成長の基礎に他ならないからで

ある。 

勤め先は健康に十分な配慮を

してくれているかを質問したと

ころ、「そう思う」16.4％、「まず

まずそう思う」50.5％と、合わせ

て 66.9％が肯定的な評価をして

おり、7 月調査の 64.6％から微増

し（ただし統計的有意差は無い）、

2020年 5月に次ぐ割合になった。

（図 13）。 

新型コロナウイルスの影響で、

勤め先の業績（売上高や利益等）

に不安を感じているかどうかを

質問したところ、「全く不安は感

じない」11.7％、「どちらかと言え

ば不安は感じない」34.5％の合計

は46.2％と、7月調査より微増し、

過去最多の割合を記録した（図

14）。図 3 で見たように、景気見

通しの好転を反映した数字と考

えられる。 

今後の自身の雇用については、
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図13 勤め先はあなたの健康に十分配慮をしているか

そう思う まずまずそう思う あまりそう思わない そう思わない
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図14 勤め先の業績(売上高や利益)に不安を感じるか

かなり不安を感じる どちらかと言えば不安を感じる

どちらかと言えば不安は感じない 全く不安は感じない
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「全く不安を感じない」14.3％、

「どちらかと言えば不安を感じ

ない」36.8％、合わせて 51.1％が

「不安を感じない」と回答してお

り、2020 年 7 月調査以来、1 年 3

か月ぶりに 5 割を超えた（図 15）。 

今後の自身の収入については、

7 月調査と大きな変化は無いが、

「かなり不安を感じる」21.5％、

「どちらかと言えば不安を感じ

る」40.1％、合わせて 61.6％と、

前回より微減し、2020 年 7 月以

来の割合となった（図 16）。勤め

先の業績、雇用、収入、いずれの

不安も軽減の方向に向かいつつ

ある。 

勤め先への信頼の程度も、前回

との統計的有意差が無かったが、

「信頼している」11.0％、「まずま

ず信頼している」49.8％、合わせ

て 60.8％となり、前回、6 割を下

回った信頼を持ち直している（図

17）。勤め先への信頼の程度は、

健康への配慮との関連性が強い

ことが分かっており、図 13 のよ

うに、勤め先からの健康への配慮

に肯定的な回答が増えたこと、更

に業績、雇用、収入への不安が軽

減したことが、信頼の回復に作用

したと考えられる。 

 

(2) ワークシェアリングと兼業・副業 

景気後退期において、企業が雇

用を維持するためには、最終的に

は社員の給与等の処遇を切り下

げることも考慮しなければなら

ない。雇用機会、労働時間、賃金

といった要素の組み合わせを変

化させることを通じて、雇用量を

より多くの労働者の間で分かち

合う「ワークシェアリング」とい
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図15 今後の自身の雇用に不安を感じるか

かなり不安を感じる どちらかと言えば不安を感じる

どちらかと言えば不安は感じない 全く不安は感じない
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図16 今後の自身の収入に不安を感じるか

かなり不安を感じる どちらかと言えば不安を感じる

どちらかと言えば不安は感じない 全く不安は感じない
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図17 勤め先への現在の信頼の程度
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図18 勤め先でのワークシェアリングの是非
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う考え方があり、オランダなどでは古くから用いられている。本調査では、一時的な景況の

悪化を乗り越えるため、緊急避難措置として行う「雇用維持型（緊急避難型）」を念頭に、勤

め先でのワークシェアリング実施の是非を 2020 年 7 月の第 2 回調査から継続して質問して

いる。今回の調査結果でも、「わからない」が 45.0％と、判断を保留する意見が多いが、「給

与を減らしてでも、雇用を維持するべきだ」と、ワークシェアリングを是認する意見が 31.5％

と、7 月調査の 36.1％から減少し

（5％水準で統計的有意差あり）、

前回に続いて最少を更新した（図

18）。なお、今回の調査では、従業

員規模別で、ワークシェアリング

の是非について統計的有意な差

が見られた。1,001 名以上の勤め

先で雇用されている者は、ワーク

シェアリングを是認する割合が 41.4％と、1,000 名以下の勤め先の 30％弱とは 10 ポイント

以上の差があり、給与より雇用確保を重視する意見が強い（図 19）。 

昨今、社員の兼業・副業を容認

あるいは積極的に推進する企業

が増えており、話題になっている。

本調査でも 2020 年 7 月以降、兼

業・副業の実施意向を継続的に質

問している。調査結果から、「現

在、兼業・副業を行っている」は、

7 月調査の 7.2％から 9.2％に微

増、「現在は行っていないが、将

来的には兼業・副業を行ってみた

い」は同 37.5％から 35.5％に微減したが、いずれも統計的有意差は無い（図 20）。 

 

(3) 望ましい人事評価とキャリア形成 

兼業・副業への積極的な意識や、後述のようにテレワークを多くの人が経験することによ

って、雇用者の人事評価に対する受け止め方も変化していくと考えられる。このため、2020

年 10 月調査より、勤め先から人事評価を受ける際、どのような点に比重を置いて評価される

ことが望ましいか、継続して質問している。本設問では人事評価の要素を、(1)成果や業績、

(2)仕事を行う能力、(3)仕事振りや態度、の 3 つに集約し、これら 3 つの要素の望ましい比重

を回答するよう求めた（3 つの要

素の比重を合計して 10 になるよ

うに整数で回答）。 

今回の調査でも、各要素の比重

の平均は「成果や業績」が 3.7 で

最も高く、次いで「仕事を行う能

力」3.4、「仕事振りや態度」3.0 で

あり、7 月調査とほとんど変化は
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30.9
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図19 従業員規模別・ワークシェアリングの是非

給与を減らしてでも雇用を維持すべき 給与は減らさず雇用を削減すべき

わからない
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図21 望ましい人事評価の比重
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無く、バランスの取れた評価を望んでいることが分かる（図 21）。前述のように、日本の景気

見通しが好転し、勤め先の業績、雇用、収入の不安も軽減の方向に向かいつつあり、雇用者

は業績をあげやすい環境になってきた。しかし、雇用者が望む人事評価の比重には影響は見

られない。 

近年、わが国の雇用システムに関して、「メンバーシップ型」「ジョブ型」の議論が盛んに

行われている。メンバーシップ型は「人に仕事を付ける」仕組みで、会社のメンバーとなり、

長期雇用という安定性と引き換えに、仕事内容、勤務地、勤務時間の変更を受け入れること

が求められる。これに対し、ジョブ型は「仕事に人を付ける」仕組みであり、職務記述書に定

められたポストが空けば、社内外から募集して適当な人材を充てる。仕事内容だけでなく、

勤務地、勤務時間も事前に決められている。欧米企業では、一般的に見られる雇用形態であ

り、事業の改編等で当該職務が不要になれば、失職するリスクもある。 

どちらの型にもメリットとデメリットがあるが、経団連によるジョブ型雇用拡大の呼びか

け、コロナ禍に伴うテレワークの拡大等が契機となり、著名企業がジョブ型雇用の拡大を表

明するなど、ジョブ型雇用は時代のキーワードとなっている。このため、雇用者は自分の仕

事のキャリアをつくっていく上で、どちらの働き方を希望しているかを、2021 年 4 月以降、

継続して調査している。なお、メ

ンバーシップ型、ジョブ型につい

ては、様々な側面があり、アンケ

ート調査向けに一言で表すこと

は難しい。本調査の選択肢では、

メンバーシップ型を「同じ勤め先

で長く働き、異動や転勤の命令が

あった場合は受け入れる」、ジョ

ブ型を「仕事内容や勤務条件を優

先し、同じ勤め先にはこだわらない」働き方とした。調査結果から、希望する働き方は、ジョ

ブ型が 7 月調査の 66.3％から 64.9％に、メンバーシップ型が同 33.7％から 35.1％へと、増

減しているが、いずれも統計的有意差は無い（図 22）。 

図表は割愛するが、性別・年代

別で見てもジョブ型の希望が多

く（詳細は第 6 回調査結果レポー

ト参照）、わが国の雇用者はジョ

ブ型を希望する者が、あらゆる面

で多数派に見えるが、従業員規模

別では、1,001 名以上ではメンバ

ーシップ型を希望する者が

52.7％と多数となり、ジョブ型を

希望する者は 47.3％となっている（図 23）。中小企業・中堅企業は、大企業と比較して雇用

者の流動性が高いため、ジョブ型のキャリア観の方が現実的と受け止められていると思われ

る。一方、メンバーシップ型のキャリア観を持つ者は、大企業では過半数を占めている。た

だし、大企業においてもジョブ型のキャリア観を有する者は 47.3％と、決して少なくはない。 

また、7 月調査に引き続いて、仕事の内容、勤務地、勤務時間といった条件が限定できる働

35.1 

33.7

41.3

64.9 
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58.7
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図22 希望する働き方

同じ勤め先で長く働き、異動や転勤の命令は受け入れる

仕事内容や勤務条件を優先し、同じ勤め先にはこだわらない
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図23 従業員規模別・希望する働き方(2021年10月調査)

同じ勤め先で長く働き、異動や転勤の命令は受け入れる

仕事内容や勤務条件を優先し、同じ勤め先にはこだわらない
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き方が可能な場合、どの条件の重

要度が高いか、各条件の優先順位

を質問した。調査結果から、10 月

調査でも、優先順位 1 位にあがっ

た条件は、仕事の内容が最も多く、

次いで、勤務地、勤務時間となっ

ている（図 24）。 

ところで、労働者のキャリアプ

ランについては、厚生労働省『能

力開発基本調査』が、自分で主体的に職業生活設計を考えていきたい者は、正社員で 66.8％、

正社員以外で 49.1％、会社から提示して欲しい者は正社員で 17.2％、正社員以外で 12.7％で

あることを明らかにしている5。また、労働政策研究・研修機構の調査でも、同様の傾向とな

っている6。それでは、実際に自分自身のキャリアプラ

ンを持っている雇用者はどの程度いるのであろうか。

調査結果から、「明確なキャリアプランを思い描いて

いる」5.5％、「大まかなキャリアプランを思い描いて

いる」26.4％、「特に考えていない」68.2％と、キャリ

アプランを思い描いている者は必ずしも多くないこ

とが分かった（図 25）。 

性別に見ると、「明確なキャリアプランを思い描い

ている」について、男性 7.3％、女性 3.2％と、統計的

有意に男性の方が多い。「大まか

なキャリアプランを思い描いて

いる」についても、男性 29.3％、

女性 22.8％と、5％水準で統計的

有意に男性が多い。このように男

性の方がキャリアプランを持っ

ている割合が多いが、それでも 6

割以上は「特に考えていない」と

回答しており、キャリアプランへ

の意識が特に高いとは言えない

（図 26）。 

年代別で見ると、キャリアプラ

ンを持つ者は、統計的有意差は無

いが、20 代・30 代で多く、40 代

以上では少なくなっている（図

27）。業務経験を積むことで、自

身のキャリアプランを明確につ

くり上げている様子はない。 

                                                  
5 厚生労働省『令和 2 年度 能力開発基本調査』（2021 年 6 月） 
6 独立行政法人 労働政策研究・研修機構『就業者のライフキャリア意識調査』（2021 年 3 月） 
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図24 重要度が高い限定条件
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図25 キャリアプランの有無
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25.5

65.4

63.5

72.0

70.1

69.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20代

30代

40代

50代

60代

図27 年代別・キャリアプランの有無

明確に思い描いている 大まかに思い描いている

特に考えていない
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従業員規模別で見ると、「明確

なキャリアプランを思い描いて

いる」では、企業規模による有意

差は無いが、「大まかに思い描い

ている」では 1,001 名以上は

37.5％と、1,000 名以下を 10 ポ

イント以上、統計的有意に上回っ

ている。「特に考えていない」は、1,000 名以下が 1,001 名以上を 10 ポイント以上、統計的

有意に上回っている（図 28）。このように、大企業の方が、キャリアプランを持つ者の割合は

多いが、1,001 名以上でも「明確に」「大まかに」合わせて 44.1％と過半数には達していない。

大企業の場合は異動を避けられず、中堅・中小企業の場合は転職の可能性があるため、キャ

リアプランを持ちにくいのかもしれない。 

キャリアプランを持っている

者は、いわゆる「メンバ－シップ

型」「ジョブ型」、どちらの働き方

を希望しているのであろうか。調

査結果から、「明確なキャリアプ

ランを思い描いている」者はメン

バーシップ型が 53.3％で過半数

を占め、「大まかに思い描いてい

る」者と「特に考えていない」者は、ジョブ型がそれぞれ 61.4％、67.7％で過半数を占めて

いる（図 29）。 

 

(4) Off-JT、OJT の実施状況 

本調査では 2021 年 4 月調査か

ら、最近 3 か月の Off-JT7、OJT8

の実施状況を質問している。調査

結果から、最近 3 か月（7 月以降）

の Off-JT の実施状況を見ると、

勤め先からの「案内により受講し

た」6.7％、「案内はあったが受講

しなかった」6.1％、「勤め先から

特に案内が無かった」87.2％となっている（図 30）。受講率は 7 月調査とほとんど差は無く、

今回の調査でも Off-JT 不振の状況には変わりがない。 

近年、成長分野への人材の移動を促し、また、「人生 100 年時代」に備え、業務内容の変化

に対応するため、働く者の学び直し「リスキリング」（再教育）に力をいれるべきとの議論が

盛んになっている。それでは、業種別に見たときに、Off-JT の受講率には差があるのだろう

か。調査結果から、Off-JT 受講率が 10％を超えているのは教育、学習支援業 11.9％、運輸

業、郵便業 11.3％、情報通信業 11.0％となっている。一方、受講率が低いのは医療、福祉 3.2％、

                                                  
7 設問では｢勤め先からの案内で、仕事を一時的に離れて行う教育・研修｣としている。 
8 設問では｢仕事を通じて、あなたが職場の人たちに指導、アドバイス、説明を行う／受ける｣こととしている。 

5.2

5.9

6.6

23.7

25.7

37.5

71.1

68.4

55.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100名以下

101～1,000名

1,001名以上

図28 従業員規模別・キャリアプランの有無

明確に思い描いている 大まかに思い描いている
特に考えていない

6.7 

6.2 

5.5

6.1 

7.5 

6.4

87.2 

86.4 

88.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年10月

7月

4月

図30 最近3か月のOff-JT受講

案内により受講した 案内はあったが受講しなかった

勤め先から特に案内はなかった

53.3

38.6

32.3

46.7

61.4

67.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

明確なキャリアプラン

を思い描いている

大まかなキャリアプラ

ンを思い描いている

特に考えていない

図29 キャリアプラン有無別・希望する働き方

同じ勤め先で長く働き、異動や転勤の命令は受け入れる
仕事内容や勤務条件を優先し、同じ勤め先にはこだわらない
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サービス業（その他に分類

されない）3.7％である。DX

を下支えし、今後の成長が

期待される情報通信業で受

講率が比較的高いことは好

材料ではあるが、それでも

11.0％にとどまっており、

十分な Off-JT の機会が提

供されているとは言いがた

い（図 31）。 

Off-JTの受講内容を見る

と、7 月調査と同様、「職場

の管理・監督能力の向上」「法令の

遵守」が上位に位置している。「係

長、課長、部長など、役職や役割

に必要な知識」は毎回安定した実

施率を示している。「ICT システ

ムの利活用」「新規事業や新商品・

サービスの開発」といった、DX に

近接した内容は下位に位置して

いる（図 32）。 

わが国の企業内教育は、伝統的

に欧米企業に比べて Off-JT より

OJT の占める割合が大きいと言

われている。そこで、最近 3 か

月（7 月以降）の間に、OJT を

行った機会の有無、受けた機会

の有無をそれぞれ質問した。調

査結果から、OJT を行う機会が

「あった」は 7 月調査の 16.9％

から 16.7％に微減、OJT を受け

る機会が「あった」は 7 月調査

と同じ 17.6％となった（図 33・

34）。Off-JT 同様、勤め先・職場

での人材育成力に不安を抱かせ

る結果である。 

7.7 

6.5 

11.0 

11.3 

7.6 

11.9 
3.2 

3.7 

6.5 

6.2 

7.5 

6.8 

1.9 

4.3 

5.1 

4.3 

3.7 

6.5 

86.2 

85.9 

82.2 

86.8 

88.0 

83.1 

92.6 

92.7 

87.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業(n=65)

製造業(n=199)

情報通信業(n=73)

運輸業、郵便業(n=53)

小売業(n=92)

教育、学習支援業(n=59)

医療、福祉(n=94)

サービス業(n=109)

その他(n=77)

図31 業種別・Off-JT受講有無（n=50以上）

案内により受講した 案内はあったが受講しなかった

勤め先から特に案内はなかった

35.1 

31.1 

28.4 

24.3 

18.9 

17.6 

10.8 

8.1 

30.9 

32.4 

23.5 

27.9 

20.6 

20.6 

10.3 

11.8 

21.3 

21.3 

26.2 

41.0 

11.5 

14.8 

16.4 

1.6 

0 10 20 30 40 50

職場の管理・監督能力の向上

法令の遵守

役職や役割に必要な知識

業務遂行の効率化

SDGs、地球環境、気候変動等

ICTシステムの利活用

新規事業や新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発

その他

（％）図32 最近3か月に受講したOff-JTの内容（MA）

2021年10月
2021年7月
2021年4月

16.7 

16.9 

14.9 

83.3 

83.1 

85.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年10月

7月

4月

図33 最近3か月でOJTを行う機会の有無

あった 無かった

17.6 

17.6 

14.9 

82.4 

82.4 

85.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年10月

7月

4月

図34 最近3か月でOJTを受ける機会の有無

あった 無かった
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勤め先の教育の現状に、雇用者

は満足しているかどうかを調べ

るため、7 月調査から、自分が勤

め先から受けている教育機会／

教育内容の満足度に関する設問

を設けている。その結果、教育の

「機会」について「満足している」

5.6％、「どちらかと言えば満足し

ている」36.1％、合わせて 41.7％

が「満足」と考えている。「満足し

ていない」は合わせて 58.2％で、

前回同様、機会について不満を持

っている者の方が多い（図 35）。

教育の「内容」についても同様で、

「満足している」は合わせて 40.5％、「満足していない」は合わせて 59.5％という結果であ

る（図 36）。雇用者の多くは、勤め先の教育の現状に満足していない。 

それでは、勤め先はどのような

教育を提供すれば、雇用者の能力

向上につなげることができるの

であろうか。このため、自分自身

の仕事能力の向上を実感した「き

っかけ」を複数回答で選んでもら

った（いくつでも選択可）。その結

果、「仕事能力の向上を実感した

ことがない」が 43.0％にのぼるこ

とが分かった。もちろん、実際に

は能力が向上していても、本人が

気づかない場合もあるだろう。し

かし、前述の Off-JT、OJT の実

施状況を見ると、仕事能力向上の

きっかけに恵まれていない者が

多いと思われる。仕事能力を高め

るきっかけには様々なものがあ

る。実際に業務経験を積む、昇進・昇格など異なる立場を経験する、周囲から意見を貰う、ま

た、仕事で大きな失敗をすることも場合によっては能力向上につながるであろう。これらの

中で、仕事能力向上を実感したきっかけとして上位に挙がったのは、「従来よりも、レベルの

高い業務を担当した」「仕事で学んだことを実際に活用できた」「従来とは分野の異なる業務

を担当した」といった、実際の業務遂行・経験に関わるものである。一方、「自分の仕事の成

果・やり方について、具体的な意見をもらった」「仕事の心構えについて、アドバイスを受け

た」といった助言や気付きを促すものは、必ずしも多くない（図 37）。 

 

5.6 

5.2 

36.1 

35.3 

30.5 

30.8 

27.7 

28.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年10月

7月

図35 勤め先の教育の機会に満足か

機会について満足している どちらかと言えば満足している

どちらかと言えば満足していない 機会について満足していない

6.3 

5.2 

34.2 

33.5 

33.7 

32.7 

25.8 

28.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年10月

7月

図36 勤め先の教育の内容に満足か

内容について満足している どちらかと言えば満足している

どちらかと言えば満足していない 内容について満足していない

18.6 

17.4 

16.4 

11.0 

10.5 

10.4 

10.1 

6.9 

6.9 

5.0 

1.8 

0.8 

43.0 

0 10 20 30 40 50

従来よりレベルの高い業務を担当した

仕事で学んだことを実際に活用できた

従来とは分野の異なる業務を担当した

昇進や昇格を経験した

従来と違うツール等を使うようになった

成果･やり方の具体的意見をもらった

優れた上司や先輩等と仕事をした

仕事の心構えについて助言を受けた

職場や外部の人を指導した

仕事で大きな失敗をした

海外での勤務を経験した

その他

仕事能力の向上を実感したことが無い

（％）図37 仕事能力向上を実感したきっかけ（MA）
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(5) 自己啓発の実施状況 

能力開発の方法には、勤め先が

提供する Off-JT、OJT の他に、

働く者が自らの意思で行う自己

啓発がある。自己啓発の実施状況

を質問したところ、自己啓発を

「行っている」は 14.6％と過去最

少となった。7 月調査の 15.5％か

らの変化には統計的有意差は無

いが、最も割合が多かった 2021

年 1 月調査の 20.1％と比較すると統計的有意な減少となっている。なお「特に取り組む意向

は無い」は 58.0％で、過去最多である（図 38）。「一年の計は元旦にあり」という諺がある。

年が改まり、今年こそは、と新たな勉強に取り組むが、時間が経つに従って熱意が冷め、い

つの間にか放棄することになった経験を持つ人は多いのではないか。2021 年 1 月調査は 1 月

12～13 日と「決意」が新鮮な時期に行っている。自己啓発の実施率は、毎年 1 月を頂点に、

年末に向けて低下していく季節変動があるものなのか、来年以降も注視していきたい。 

自己啓発を「行っている」「行っ

ていないが、始めたいと思っている」

者を対象に、目的を複数回答で聞い

た（いくつでも選択可）9。調査結果

から、過去の調査と同様に、「現在

の仕事に必要な知識・能力を身につ

けるため」が 55.4％で最も多く、次

いで「将来の仕事やキャリアアップ

のため」45.0％で続いている。3 位

以下の「資格取得のため」「昇進・

昇格に備えて」「退職後に備えるた

め」「転職や独立のため」といった

目的は、10～20％台である（図 39）。

なお「その他」は僅少のため、紙幅

の関係で非表示としている。 

次に、自己啓発を「行っている」

回答者を対象に、自己啓発の方法に

ついて複数回答（いくつでも選択可）

で質問したところ、「書籍・雑誌等

を読む」が過去の調査と同様、

67.7％で最も多く、次いで、「Web

などのオンラインツールの利用」

44.1％となっている。「社内外の勉

強会、セミナーへの出席」は 7 月調査の 40.4％から 29.2％へと 5％水準で統計的有意に減少

                                                  
9 選択肢は厚生労働省『能力開発基本調査』を参考にしている。 

14.6 

15.5 

17.5 

20.1 

15.6 
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28.9 

58.0 
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55.5 
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図38 自己啓発の実施有無

行っている 始めたいと思っている 特に取り組む意向は無い
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49.4
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21.9

10.4

8.8

2.4

52.5

45.6

24.1

15.8

16.6

19.6

7.9

6.8

3.0

52.4

44.9

24.5

15.4

18.3

20.0

11.8

10.0

3.5

50.4

49.2

28.4

15.7

20.6

21.8

8.2

7.8

2.0

0 20 40 60

仕事に必要な知識能力を身

につける

将来の仕事やキャリアアップ

に備え

資格取得のため

昇進・昇格に備えて

退職後に備えるため

転職や独立のため
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海外勤務に備えて

（％）図39 自己啓発の目的（MA)

2021年10月(n=462)

2021年7月(n=498)

2021年4月(n=469)

2021年1月(n=519)
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した（図 40）。勉強会・セミナーへ

の出席は 7月調査で持ち直したが、

今回の調査は過去最大の感染拡大

を経験した後であり、この間はリ

アルでの勉強会・セミナーへの出

席は控える傾向が強まったものと

推測される。その他の方法でも、前

回から利用率が低下したものがあ

るが、これらには統計的有意差は

認められなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 仕事能力向上に誰が責任を持つべきか 

前回の調査から「今後働く中で、

伸ばしていきたい特定のスキル

や能力があるか」という設問を新

設した。調査結果から、全体で、

伸ばしたいスキル・能力が「ある」

者は 30.0％、「ない」は 34.8％、

「わからない」は 35.2％と、いずれの選択肢も前回との統計的有意差は無かった（図 41）。 

 それでは、仕事能力を高めることについて、誰が最も責任を持つべきであろうか。前述の

ように、リスキリングが国家的課題として議論されており、成長産業への労働移動を促進す

ることが目的であれば、これは成長戦略・産業政

策であり、政府（国）が大きな責任を持たなけれ

ばならない。事実、欧州では積極的労働市場政策

として、公共職業安定所や職業訓練施設等を利用

し就職相談や職業訓練等を実施することにより、

失業者を労働市場に復帰させる政策を取る国が

多い。この場合、仕事能力の向上に政府が強い関

与をしていることになる。一方、個別企業が産業

の中で勝ち抜くために人材育成を進める場合に

は、企業の競争戦略であり、仕事能力の向上には

企業が大きな責任を持つことになる。もちろん、能力向上は個人の責任という考え方もある。

調査結果から、「働く人自身」が 48.1％で最も多く、次いで「勤め先」22.3％、「政府（国）」

4.4％、「学校・大学等の教育機関」2.4％等となっている。わが国では、仕事能力向上は、個

人の責任とする考え方が半数近いことが分かる。ただし、留意すべきは「特に仕事能力を高

67.7
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27.1 

18.2 
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18.0 

4.1 

3.5 
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書籍・雑誌等を読む
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教育機関で受講

その他

（％）図40 自己啓発の方法（MA)
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2021年7月(n=171)
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2021年1月(n=221)

2020年10月(n=172)

30.0 
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学校･大

学等の

教育機

関, 2.4
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22.3

働く人自

身, 48.1

その他, 
0.2

能力を高

める必要
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思わな

い, 22.7

図42 仕事能力向上に責任を持つ者

（％）



 

15 
 

める必要があるとは思わない」が 22.7％を占めていることである（図 42）。 

年代別で見ると、いずれの年代

も「働く人自身」が最も多いが、

その割合は、年代によって大きく

異なる。20 代では 35.2％に対し、

40 代：52.0％、50 代：48.7％、

60 代：55.9％、70 代以上：67.9％

と、高い年代では、自己責任と考

える割合が多くなる。「勤め先」と

する割合は、20 代から 50 代まで

いずれも 20％台である。「特に仕

事能力を高める必要があるとは思わない」が 20 代で 31.9％、30 代で 25.5％を占めているこ

とは懸念される（図 43）。 

ただし、一口に仕事能力と言っても、内容は多様である。このため、具体的な仕事能力別

に能力向上に責任を持つべき者は誰かを質問した10。その結果、能力・スキルによって、向上

に責任を持つべき者は異なることが分かった。「働く人自身」が最も多いのは、「コミュニケ

ーション能力・説得力」57.3％で、「読み書き・計算等の基礎的素養」47.1％、「課題解決スキ

ル（分析・思考・創造力

等）」46.6％、「語学（外

国語）力」46.1％、「チ

ームワーク、協調性・周

囲との協働力」45.9％、

「営業力・接客スキル」

44.1％、「IT を使いこな

す一般的な知識・能力」

39.4％、と続く。一方、

「勤め先」が最も多い

のは、「マネジメント能

力・リーダーシップ」

45.2％、「職種に特有の

実践的スキル」44.8％、「高度な専

門的知識・スキル」38.1％、「専門

的な IT の知識・能力」33.5％が続

いた。「政府（国）」「学校・大学等」

が最も多くを占めた能力・スキル

は無かった（図 44）。 

前回 7 月調査で、雇用者が具体

的に伸ばしたいスキル・能力を調

べているが、1 位の「IT を使いこ

なす一般的な知識・能力」を除く

                                                  
10 仕事能力については厚生労働省『能力開発基本調査』を援用している。 
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と、上位 5 位までは全て今回の調査で「勤め先」が責任を持つべきとされたものである（図

45）。能力向上は自己責任と認めながらも、図 35・36 のように勤め先の教育には不満を抱い

ている。ニーズが高い能力・スキルについては、勤め先の支援を求めているのが、雇用者の

本音であろう。 

4. 働き方の変化 

(1) 柔軟な働き方 

新型コロナウイルス感染防止

対策として、「3 密」（密集、密閉、

密接）を避けるため、時差出勤や

テレワークの積極的な活用が推

奨されている。2020 年 5 月の初

回調査からの継続で、これら「柔

軟な働き方」の実施状況を質問し

た。設問は「現在、あなた自身が

行っている働き方をいくつでも

選んで下さい」（複数回答）として

いる。2021 年 10 月調査でも、い

ずれの働き方も 7 月調査と僅か

な変化にとどまり、実施率に統計

的有意差があったものは無い（図

46。なお「その他」は 2020 年 7

月以降一貫して 0％台であるため

グラフには非表示）。 

これらの柔軟な働き方のうち、

一般に「自宅での勤務」「サテライ

トオフィス、テレワークセンター

等の特定の施設での勤務」「モバ

イルワーク（特定の施設ではなく、

カフェ、公園など、一般的な場所

を利用した勤務）」を総称して「テ

レワーク」と言う。テレワークの

実施率は 7 月調査の 20.4％から

22.7％へと増加しているが、1％

水準・5％水準いずれで見ても統

計的有意差は無い。2020 年 7 月

調査以降、テレワーク実施率は、

新型コロナウイルスの新規感染

者数の状況に関わらず約 2 割と、

一定程度定着している（図 47）。 
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今回の調査は 10 月 11 日～12

日にかけて実施しており、国の緊

急事態宣言・まん延防止等重点措

置が全て解除された 9 月 30 日か

ら 10 日以上経過している。企業・

団体等がテレワークを継続する

かどうかの意思決定を行うには

十分な日数である。企業・団体等

は、国の宣言・措置解除に関わら

ず、慎重な姿勢を崩さなかったと

推測できる。なお、従業員規模別

にテレワーク実施率を見ると、7

月調査と比較して 100 名以下で

は僅かに低下しているのに対し、

101～1,000 名、1,001 名以上の勤

め先では、実施率は高まっている

（図 48）。今回の調査で、全体の

テレワーク実施率が低下しなか

った背景には、国による宣言・措

置は解除となったものの、東京都

等の首都圏 1 都 3 県で「リバウン

ド防止措置」として 10 月 1 日か

ら同 24 日まで、事業者向けに各

種の制限継続が要請されたこと

に加えて、職場への出勤について、

テレワークの活用や休暇取得の

促進等により、出勤者数の７割削

減を目指すとの要請に、中堅・大

企業が従ったことが作用したも

のと思われる。 

テレワーカーの直近 1 週間（営

業日ベース。今回調査で言えば一

般的には 10 月 4 日～8 日）にお

ける出勤日数を見ると、週当たり

3 日以上出勤したテレワーカーは、

7月調査の57.6％を僅かに上回り、

58.8％となった（図 49）。前回の

調査で指摘したように、テレワー

ク実施率以上に実施日数の面か

らオフィスへの回帰の流れは進

んでいると考えられる。 
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テレワークの大多数を占める在宅勤務について、効率の向上を質問したところ、「効率が上

がった」「やや上がった」はいずれも微増し、合計は 7 月調査の 50.2％から 53.7％に増加し

たが、「やや下がった」「効率は下がった」の微減と同様に前回調査との間に統計的有意差は

無い（図 50）。 

また、自宅での勤務の満足度は「どちらかと言えば満足していない」が 7 月調査の 19.9％

から 28.9％に、5％水準ではあるが統計的有意に増加した。「満足している」と「どちらかと

言えば満足している」の合計は、2021 年 4 月調査以降、減少傾向が続いている（図 51）。 

 

(2) テレワークの課題 

テレワークをスムーズ

に行うためには、どのよ

うな課題があると感じて

いるか、複数回答で質問

した（いくつでも選択可）。

第 1 回調査から一貫して

「部屋、机、椅子、照明な

ど物理的環境の整備」

「Wi-Fi など、通信環境の

整備」といった、自宅の環

境整備に係る項目を 4 割

前後のテレワーカーが課

題として挙げており、

2021 年 10 月調査におい

てもこの傾向に変化は無

い。自宅の環境は、容易に

変えられるものではない

ので、この傾向は今後も

続くと思われる。なお、今

回調査で「特に課題は感

じていない」が 22.4％と

7 月調査の 13.8％から

5％水準ではあるが統計

的有意に増加し、過去最

多となったことには注目

したい。これ以外の課題

で、7 月調査から 5％ない

し 1％水準で統計的有意

差があったものはない

（図 52）。1 年以上にわた

るテレワークを通じて、

課題が解決されたテレワ
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ーカーが増えた一方、自宅環境等の課題が未解決のテレワーカーもまだ一定程度存在するこ

とが推測される。 

本調査では、2020 年 7 月調

査以降、労務管理の課題を複

数回答で質問している（いく

つでも選択可）。今回の調査で

は、統計的有意差は無いもの

の、全ての課題について 7 月

調査より数値が低下している

こと、また、前問同様、「特に

課題は感じていない」が

32.4％で過去最多となったこ

とが特徴である。課題の上位

に挙がっているのは「仕事の

成果が適切に評価されるか不

安」26.0％、「仕事振り（プロ

セス）が適切に評価されるか

不安」23.6％、「オフィスで勤

務する者との評価の公平性」

21.2％と、人事評価関連の項

目である。また、「業務報告が

わずらわしい」も 24.0％で課

題の 2 位に挙がっている（図

53）。 

テレワーク関連の最後に、

コロナ禍収束後もテレワークを

行いたいか、毎回意向を質問して

いる。今回調査では「そう思う」

と、「どちらかと言えばそう思う」

の合計は 71.6％となり、統計的有

意差は無いものの、2 回連続で減

少している（図 54）。 
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図54 コロナ禍収束後もテレワークを行いたいか

そう思う どちらかと言えばそう思う
どちらと言えばそう思わない そう思わない
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(3) 収束後の未来像 

新型コロナウイル

ス問題が収束した後

の働き方や生活様式

について、変化は起こ

り得るか、毎回、可能

性を質問している。

2021年7月調査では、

全ての項目について

「起こり得る」「どち

らかと言えば起こり

得る」の合計が 4 月調

査より減少したが、今

回の調査では、逆に全

ての項目で 7 月調査

より増加している。

1％水準で統計的有意

差があったのは「都会

から地方への移住」

「ワーケーションの

普及」、5％水準で統計

的有意差があったの

は「テレワークの普及」

「対面営業の縮小」

「Web 会議を利用し

た懇親会・飲み会の普

及」である（図 55）。

変化の可能性を肯定

する意見の割合は、調

査のたびに変動して

おり、その増減に何ら

かの傾向が見られる

項目は少ない。アフタ

ーコロナの不確実性

を反映していると考

えられる。 

本問は、新型コロナ

ウイルス問題が収束した後の変化の「可能性」の程度を質問している。それでは、雇用者自

身は、これらの変化が定着することを「希望」しているのだろうか。今回新設した「希望」の

程度に関する調査結果から、「可能性」と「希望」の傾向は概ね類似していることが分かった。
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図55 コロナ禍収束後、変化は起こり得るか

起こり得る どちらかと言えば起こり得る どちらかと言えば起こり得ない 起こり得ない
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ただし、いくつかの項

目では両者に乖離が

あり、5 ポイント以上

の乖離があるものは、

「時間管理の柔軟化」

で「希望する」「どちら

かと言えば希望する」

の合計が 62.5％であ

るのに対し、「起こり

得る」「どちらかと言

えば起こり得る」の合

計は 50.2％と、12.3ポ

イントの差がある。同

様に、「業務の要不要

の見直し」は「希望」

（合計）61.5％、「起こり得る」（同）54.7％で 6.8 ポイントの差、「教育・研修制度の見直し」

は「希望」（同）53.0％、「起こり得る」（同）47.3％で 5.7 ポイントの差がある（図 56）。実

現可能性の見通しは、得てして本人の希望に影響されやすいが、希望しても実現は難しいこ

ともあることを、雇用者は冷静に認識していると思われる。 
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図56 コロナ禍収束後、変化の定着を希望するか

希望する どちらかと言えば希望する どちらかと言えば希望しない 希望しない



 

22 
 

5. まとめ 

第 7 回調査は、国による緊急事態宣言・まん延防止等重点措置が全て解除となってから約

10 日が経過した 10 月上旬に実施した。前回 7 月の調査と大きく状況が異なる点は、ワクチ

ン接種が普及したことと、7～9 月における過去最大の感染拡大が沈静化したことである。調

査時点で、雇用者の 7 割以上が 2 回目のワクチン接種を完了しており、新型コロナウイルス

に感染する不安は軽減するものと予想した。事実、感染不安を感じる割合は 7 月調査より減

少したが、不安を感じる割合は、2 回目のワクチン接種を受けた者、まだ 1 回目の接種を受

けていない者、いずれもほぼ同等であった。また、外出自粛行動についても、ワクチン接種

状況による差は見られなかった。雇用者は、たとえワクチン接種を受けても、感染の可能性

があることを理解し、慎重に行動していると思われる。 

同様に、テレワーク実施率も約 2 割となり、7 月調査から低下しなかった。企業・団体は感

染の可能性を考慮すると同時に、行政のリバウンド防止措置等の要請にも配慮して、テレワ

ーク体制を当面維持する意思決定を行ったのではないか。 

今回の調査では、自分自身のキャリアプランを持っているかどうかを新たに質問した。厚

生労働省『能力開発基本調査』等で、職業生活設計は自分で主体的に考えていきたい者が多

数を占めることは既に分かっている。しかし、今回の調査から、自分自身のキャリアプラン

を思い描いている者は 3 割程度にとどまることが明らかになった。もちろん、キャリアプラ

ンを持つ／持たないは、個人の選択である。明確なプランの下、目標の実現に邁進すること

も生き方であり、逆に、これといったプランを持たず、状況に応じて柔軟に働き方を変える

ことも生き方である。同様に、昨今、話題になっている、メンバーシップ型／ジョブ型につ

いても、選べるのであれば、どちらの働き方を選ぶことも個人の自由である。 

ただし、年収を増やすことを望むのであれば、生産性を高めなければならず、そのために

は能力向上が不可欠である。今回の調査で、仕事能力の向上に責任を持つ者は、働く人自身

と考えている者の割合が 5 割近いことが分かった。しかし、具体的なスキル・能力別に見る

と、専門的な IT スキル、高度な専門的知識・スキルのように、ニーズが高いスキル・能力に

ついては、勤め先が責任を持つべきという割合が多い。また、これらは、勤め先にとっても

今後の DX 化推進に関連し、生産性向上に寄与するスキル・能力である。仕事能力向上は、

本人が主体となって行うことが望ましいが、勤め先の役割はやはり大きく、能力向上の実感

が持てるように Off-JT、OJT を強化するべきであろう。同時に、勤め先だけでは足りない部

分は、大学等の教育機関を利用しやすくする等、国が支援を行うことが望ましい姿ではない

だろうか。 

以 上 
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